
■特別支援教育支援員の配置に係る経費（拡充） 

□ 公立幼稚園、小・中学校及び高等  
 学校において、障害のある幼児児童 
 生徒に対し、学習活動上のサポート 
 等を行う「特別支援教育支援員」を配 
 置するため、都道府県・市町村に対し 
 て、必要な経費を措置するもの。 

 

 「特別支援教育支援員」は、公立幼稚園、小・中学校、高等学校において、校
長、教頭、特別支援教育コーディネーター、担任教師等と連携のうえ、日常生活上
の介助（食事、排泄、教室の移動補助等）、発達障害等の幼児児童生徒に対する
学習支援、幼児児童生徒の健康・安全確保、周囲の幼児児童生徒の障害理解促
進等を行う。 

 平成19年度～：公立小・中学校について地方財政措置を開始 
       平成21年度～：公立幼稚園について地方財政措置を開始 

平成23年度～：公立高等学校について地方財政措置を開始 

特別支援教育支援員の地方財政措置について 

 
学校種 

 
平成28年度 

 

 
平成27年度 

幼稚園【拡充】 6,500人 5,600人 

小・中学校【拡充】 46,800人 43,600人 

高等学校 500人 500人 

合計 53,800人 49,700人 
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背 景 
 学習指導要領は、これまで概ね１０カ年ごとに改訂されており、その改訂に併せて整備基準を改定
してきたところである。 
 今回の新学習指導要領に併せて、文部科学省では、各教育委員会、各学校で教材を整備する際の
「参考資料」として、平成２３年４月、「教材整備指針」を示したところである。 

対 応 

      「義務教育諸学校における新たな教材整備計画」 
     〈平成２４年度から３３年度までの１０年間〉 

年次計画額 

単年度措置額（普通交付税）約８００億円（１０ヵ年総額 約８，０００億円） 
（小学校：約５００億円、中学校：約２６０億円、特別支援学校：約４０億円） 

積算内容 

 ○「教材整備指針」（平成23年4月通知）に基づく例示教材等の整備に必要な経費を積算。 

 （１）既に学校が保有している教材について、更新に必要な経費 

 （２）新学習指導要領に対応するため、外国語活動（小学校）、武道の必修化（中学校） 
    及び和楽器整備等（中学校）の整備に必要な経費  
 （３）特別支援教育の指導に必要な経費 

 （４）少額理科教材（理科教育等設備整備費補助金の対象とならないもの） 

 （５）技術革新に伴う電子黒板、地上デジタルテレビ等 

平成２４年度からの教材整備関係の地方財政措置  
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５．その他 
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推定値（９５％信頼区間） 

学習面又は行動面で著しい困難を示す   ６．５％（６．２％～６．８％） 

学習面で著しい困難を示す 
     Ａ：学習面で著しい困難を示す   ４．５％（４．２％～４．７％） 

行動面で著しい困難を示す   ３．６％（３．４％～３．９％） 

Ｂ：「不注意」又は「多動性－衝動
性」の問題を著しく示す 

  ３．１％（２．９％～３．３％） 

Ｃ：「対人関係やこだわり等」の問
題を著しく示す 

  １．１％（１．０％～１．３％） 

学習面と行動面ともに著しい困難を示す   １．６％（１．５％～１．７％） 

Ａ かつ Ｂ    １．５％（１．３％～１．６％）  

Ｂ かつ Ｃ    ０．７％（０．６％～０．８％）  

Ｃ かつ Ａ    ０．５％（０．５％～０．６％）  

Ａ かつ Ｂ かつ Ｃ    ０．４％（０．３％～０．５％）  

（％） 

（ポイント） 

（％） 

（ポイント） 
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図１ 学習面 

図３ 行動面(対人関係やこだわり等) 

図２ 行動面(不注意、多動性-衝動性) 

  通常の学級に在籍する発達障害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする 

   児童生徒に関する調査結果 （概要）           平成24年12月公表（文部科学省調査） 

（ポイント） 

（ポイント） 

※調査対象：全国（岩手、宮城、福島の3県を除く）の公立の小・中学校の通常の学級に 
      在籍する児童生徒を母集団とする抽出調査（標本児童生徒数：53,882人 
      （小学校：35,892人、中学校：17,990人）、回収率は97％） 
※留意事項：担任教員が記入し、特別支援教育コーディネーター又は教頭による確認を経て提出した回答に基づくもので、 
      発達障害の専門家チームによる診断や、医師による診断によるものではない。 
      従って、本調査の結果は、発達障害のある児童生徒の割合を示すものではなく、発達障害の可能性のある特別な 
      教育的支援を必要とする児童生徒の割合を示すことに留意。 

（ポイント） 

    ○知的発達に遅れはないものの学習面又は行動面で著しい困難を示すとされた児童生徒の割合 
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【調査内容】複数の質問項目に対して担任教員が回答した内容から、知的発達に遅れはないものの学習面又は 
     行動面で著しい困難を示すとされた児童生徒の困難の状況及び受けている支援の状況等。 
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